
募集期間 ： 令和７年３月３日(月曜日)から３月２４日(月曜日)まで

意見提出者数：　１名、 意見件数：　3件

No. 市の考え方

1

５．市民参加の現状
制定当時から市民参加が進ん
だのか、あるいは後退してし
まったのかを真摯に振り返り、
内容もそれに即したものにす
べき。

市民参加の現状の振り返りの中で、「市民参加・情報提供の指針」制定時の調査(平成
26から28年)との比較が一部されているが良い面しか取り上げられておらず、偏り
を感じる。
良い面として付属機関の女性比率が38.9％から39.2%に増えたことなどが言及さ
れているが、例えばパブリックコメントの件数は1,336件から157件に、市民説明会
の回数は230件から15回に、アンケート調査の人数は63,812人から29,866人に
減っていることは言及されていない。
「協働によるまちづくり」や「市民参加」を推進していくには、制定当時から7年間で市
民参加が進んだのか、あるいは(ある面では)後退してしまったのかを真摯に振り返
り、"５.市民参加の現状"の内容もそれに即したものにすべき(少なくとも良い面だけ
を切りぬくようなことはやめるべき)。
さらには(良くなった点を伸ばすことも重要だが)後退/停滞している参加手法につい
ては、原因を調べ改善策を本「市民参加・情報提供の指針」改訂版や個別の運用方針
などに反映していってほしい。

「市民参加・情報提供の指針」の策定当時には、平成28年10月1日現在及
び、平成26年度から平成28年度を期間として、市民参加状況の調査を実
施しており、今回の見直しに向けても、令和３年度から令和５年度の３年間に
ついて、同様の調査を行い、その結果を踏まえ検討いたしました。
令和３年度からの３年間は、新型コロナウイルス感染症の影響による活動自
粛や参加人数制限等があり、前回の調査と単純に比較、分析することは難し
いことから、素案では特に、指針の策定から約７年が経過する中、急速なデ
ジタルの進展等、社会背景を踏まえて特徴的な点を記載いたしましたが、ご
意見を参考に、各項目について前回調査時も踏まえた検証結果を追記いた
します。
また、今後、個別の取り組みを行う際は、新たな指針に基づき、これまでの
市民参加に向けた取り組み状況及び、昨今の急速なデジタル化の進展や、働
き方、暮らし方に対する意識の多様化などを捉えながら、市民参加の促進に
向けた、必要な取り組みを行ってまいります。

2

７．市民参加の推進に向けた情
報の共有（情報提供、情報発
信）
市議会の情報提供・情報発信
を記載してほしい。

市民参加を進めるうえでは、市議会のテーマ（審議内容）や、どのような議論がされた
か、どのような請願が出ているかなどについての情報が共有されることも重要であ
ると考えているが、「市民参加・情報提供の指針」の中には市議会関連の記載が見当
たらない。また、実際の情報発信も市議会だよりの発行程度で少ないと感じている。
「市民参加・情報提供の指針」改訂版として、例えば市政情報コーナーの項に審議会と
併記する形で載せるなど、市議会の情報提供・情報発信を記載してほしい。
また市議会の情報発信についても、議会報編集委員会と協働し強化してほしい。少な
くとも市の公式Xで市議会だよりを紹介するくらいのことはできるのではないか。

地方公共団体の組織原理においては、市長（市・市役所）は執行機関、議会は
議事機関と別の機関となっており、長と議会とはそれぞれ独立し対等の関
係にあります。本指針は執行機関としての市におけるガイドラインとして策
定しているため、市議会に適用されるものではありませんが、いただいたご
意見につきましては、情報提供させていただきます。
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７．市民参加の推進に向けた情
報の共有（情報提供、情報発
信）
市民参加の推進や市民の暮ら
しに役立つような情報発信・
SNS運営ができるよう柔軟に
見直してほしい。

市の公式SNSでの情報発信について、公式X出の発信が弱いように感じる。近隣市
や成功している自治体を参考にするなどして、市民参加の推進や市民の暮らしに役立
つような情報発信／SNS運営ができるよう柔軟に見直してほしい。
例えば東久留米市や自治体の公式Xアカウントについて
・東久留米市では市とそれほど関係ない投稿(リチウムイオン電池の捨て方)がほぼ同
じ内容で多く投稿(リポスト)されることがあり、投稿のバランスが悪く感じることがあ
る。
・国分寺市は、行政、イベント観光、健康福祉、子供教育、市議会などに分けている。
・小平市はアカウント名を親しみやすいような"プチ田舎 東京都小平市"にしている。
・フォロワー数だけが指標ではないが、東久留米市の公式Xのフォロワーは市公式が
2,800、防災課が4,500程度なのに対して、近隣自治体は8,000前後が多い。

市の公式SNSには、X、Facebook、YouTube、LINEといったプラット
フォームがあり、それぞれの特性を活かした情報発信に努めております。X
につきましては、より多くの市民の方に存在を認知していただくため、近隣
自治体を参考にすることをはじめ、ご指摘いただいた内容を踏まえ、より市
民の方々に寄り添った情報発信／運営を行えるよう努めてまいります。ま
た、その他のSNSのうち、YouTubeは、市長の記者会見や事業の紹介など
を行っており、動画という媒体の特性を生かした情報発信に努めてまいりま
す。LINEは、学校・学童の欠席連絡や登降所通知が行えることから、子育て
世帯を中心に登録者数１万３千人を超え、さらに、利用者が受信を希望する
ジャンルに応じた情報発信を実施しております。今後、登録者数と発信する
情報量の増加に努めてまいります。

ご意見の概要

市民参加・情報提供の指針（改訂素案）に対するパブリックコメント（ご意見）と市の考え方


